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は, 儀礼的なものである。次に,「肯定的側面」(Positive Aspects)で, 締
約国政府が前回レポート審議時以降にあげた成果を取り上げる。そして,
「主要問題領域および勧告」(Principal areas of concern and recommenda-
tions) で, 締約国がさらなる取組むべき分野を重点的に指摘し, 取組み方
法について具体的な勧告を行う。ここが総括所見の核心であることはいう
までもない。




日本政府報告（原文英語）は, 国連人権高等弁務官事務所 (Office of the














女性, 沖縄女性, 在日コリアンの女性, 移住した女性, 性と生殖の権利）
である（日本女性差別撤廃条約 NGOネットワーク編『国連と日本の女性
たち：女性差別撤廃条約 第６次日本レポート審議と JNNCの活動記録』
























N. Doc., CEDAW/C/JPN/CO/6, para. 21)。そして, 条約全体および条約第
１条に規定された女性に対する差別の定義を国内法に取り込むための緊急




懸念などが表明された (ibid., para. 45)。そして, 日本政府は第７回および
第８回報告を2014年７月までに提出するよう求められた (ibid., para. 60)。
なお, 今回の検討では特筆すべき点があった。それは, 政府報告のフォ



















(１) 条約の正式名称（英語正文）The U. N. Convention on the Elimination
of All Forms of Discrimination against Womenの公定訳は,「女子に対す
るあらゆる差別の撤廃に関する条約」(略称「女子差別撤廃条約｣）であ




































































































































































358．委員会は, 条約の第１条に沿った, 直接及び間接差別を含む, 女性
に対する差別の定義が国内法にとりこまれることを勧告する。委員会は,
また, 条約についての, とりわけ間接差別の意味と範囲についての, 特




















































































































１. 委員会は, ７月23日の第890回, 891回会合において, 日本の第６回報
告 (CEDAW/C/JPN/6) を審議した（CEDAW/C/SR. 890及び891を参照)。


















５. 委員会は, 本条約の実施における人権及び女性 NGOの前向きな貢献
を締約国が認識していることを歓迎する。
肯定的側面
６. 委員会は, 2003年の第４回・第５回定期報告 (CEDAW/C/JPN/4 及び













８. 委員会は, 2004年４月に, 人身取引対策を進展させる「人身取引対策
に関する関係省庁連絡会議」が設置され, 2004年12月には「人身取引対
策行動計画」が採択されたことを歓迎する。
９. 委員会は, 2006年の「障害者自立支援法」の制定や, 障害者雇用対策
の充実と強化を図る「障害者の雇用の促進等に関する法律」の改正
（2008年）による締約国の障害のある女性への支援を歓迎する。
















に, 同最終見解を全ての関連省庁, 国会, 司法当局に提供することを締
約国に要請する。
国 会







15. 締約国の第４回・第５回定期報告 (CEDAW/C/JPN/4 及び CEDAW/
C/JPN/5) の審議後に委員会が表明した関心事項や勧告の一部への取組
が不十分であることは遺憾である。委員会は, とりわけ, 本条約に沿っ






























































































































ること, また, 固定的性別役割分担意識を解消するために, あらゆる教
科書及び教材の見直しを速やかに完了させることを締約国に求める。委























































































































るよう締約国に要請する。委員会は, 特に本条約の第７条, 第８条, 第
10条, 第11条, 第12条, 第14条の実施を推進する観点から, クォータ制,





































































































に教育, 雇用, 健康, 社会福祉, 暴力被害に関する情報を, 次回報告に
盛り込むことを求めた前回の要請 (A/58 /38, パラ366) を改めて表明す




53. 委員会は, 農山漁村女性, 母子家庭の母, 障害のある女性, 難民及び














56. 委員会は, ミレニアム開発目標の達成には, 本条約の十分かつ効果的
な実施が不可欠であることを強調する。委員会は, ミレニアム開発目標

















































































288．また, 厚生労働省令については, 今後, 判例の動向や労使のコンセ






















































297．雇用均等室では, 男女雇用機会均等法に関し, 女性労働者, 企業等




































































































































318．報告書においては, その要因として, ①職階, 勤続年数, 年齢, 学



































































































































































































































・NGO 国際女性の地位協会 ( JAIWR)
http://www.jaiwr.org/
・NGO 日本女性差別撤廃条約 NGOネットワーク ( JNNC)
http://www.jaiwr.org/jnnc/
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